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公 有 財 産 取 扱 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 九 月 三 十 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 六 十 七 号

公 有 財 産 取 扱 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

公 有 財 産 取 扱 規 則 （ 昭 和 三 十 九 年 宮 崎 県 規 則 第 二 十 号 ） の 一 部 を

次 の よ う に 改 正 す る 。

第 四 条 第 一 項 第 一 号 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条

第 二 項 中 「 第 十 四 条 第 二 項 」 を 「 第 十 四 条 第 三 項 」 に 改 め る 。

第 五 条 第 八 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

八 公 有 財 産 の 貸 付 け （ 使 用 期 間 が 一 月 以 内 の 貸 付 け 、 及 び 電 柱

類 、 広 告 板 類 、 標 識 柱 類 、 配 管 類 、 公 衆 電 話 類 、 自 動 販 売 機 類

及 び こ れ ら の 附 属 設 備 の 設 置 に 係 る 貸 付 け を 除 く 。 第 十 号 に お

い て 同 じ 。 ） を し 、 若 し く は こ れ に 私 権 を 設 定 し 又 は 普 通 財 産

を 売 り 払 い 、 譲 与 し 、 若 し く は 出 資 の 目 的 と し よ う と す る と き 。

第 五 条 第 十 号 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め る 。

第 十 四 条 の 見 出 し 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条 第

一 項 中 「 普 通 財 産 を 」 を 「 公 有 財 産 を 」 に 、 「 普 通 財 産 借 受 申 請 書 」

を 「 公 有 財 産 借 受 申 請 書 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 前 項 」 を 「 前 二

項 」 に 、 「 普 通 財 産 を 」 を 「 公 有 財 産 を 」 に 、 「 普 通 財 産 貸 付 通 知

書 」 を 「 公 有 財 産 貸 付 通 知 書 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 三 項 と し 、 同

条 第 一 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

２ 部 局 の 長 は 、 行 政 財 産 の 貸 付 け に 当 た つ て は 、 当 該 行 政 財 産 の

貸 付 期 間 内 に お け る 公 用 又 は 公 共 用 に 供 せ ら れ る 予 定 の 有 無 を 確

認 し 、 そ の 予 定 の な い 場 合 に 限 り 、 こ れ を 貸 し 付 け る こ と が で き

る 。
第 十 五 条 の 見 出 し 及 び 同 条 第 一 項 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」

に 改 め る 。

第 十 六 条 第 一 項 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 項 に 次

の 一 号 を 加 え る 。

三 消 費 税 法 （ 昭 和 六 十 三 年 法 律 第 百 八 号 ） に 基 づ く 消 費 税 相 当

額 及 び 地 方 税 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 二 十 六 号 ） に 基 づ く

地 方 消 費 税 相 当 額

第 十 六 条 第 二 項 を 同 条 第 三 項 と し 、 同 条 第 一 項 の 次 に 次 の 一 項 を

加 え る 。

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 公 有 財 産 の 貸 付 料 の 標 準 年 額 は 、 入

札 に よ つ て 決 定 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 宮 崎 県 財

政 治 倫 理 の 確 立 の た め の 宮 崎 県 知 事 の 資 産 等 の 公 開 に 関 す る 条 例

施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 九 月 三 十 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 六 十 六 号

政 治 倫 理 の 確 立 の た め の 宮 崎 県 知 事 の 資 産 等 の 公 開 に 関 す る

条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

政 治 倫 理 の 確 立 の た め の 宮 崎 県 知 事 の 資 産 等 の 公 開 に 関 す る 条 例

施 行 規 則 （ 平 成 七 年 宮 崎 県 規 則 第 六 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改

正 す る 。

第 二 条 第 二 項 中 「 第 二 条 第 一 項 第 六 号 」 を 「 第 二 条 第 一 項 第 五 号 」

に 、 「 証 券 取 引 所 」 を 「 金 融 商 品 取 引 所 」 に 、 「 証 券 業 協 会 」 を 「

認 可 金 融 商 品 取 引 業 協 会 」 に 改 め 、 「 限 る 。 ） 」 の 下 に 「 、 金 銭 信

託 」 を 加 え 、 同 条 第 三 項 か ら 第 六 項 ま で の 規 定 中 「 第 二 条 第 一 項 第

七 号 」 を 「 第 二 条 第 一 項 第 六 号 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 一 号 ４ 中 「 」 を 「預金及び貯

「

金 」 に 改 め 、 を 削 り 、

」

同 様 式 ５ を 削 り 、 同 様 式 ６ 中 「社債券 」 を 「 」 に 、

「総額を 」 を 「 」 に 改

め 、 同 様 式 中 ６ を ５ と し 、 ７ を ６ と し 、 ８ を ７ と し 、 ９ を ８ と し 、

を ９ と す る 。

別 記 様 式 第 二 号 ４ 中 「 」 を 「預金及び貯

「

金 」 に 改 め 、 を 削 り 、

」

同 様 式 ５ を 削 り 、 同 様 式 ６ 中 「社債券 」 を 「 」 に 、

「総額を 」 を 「 」 に 改

め 、 同 様 式 中 ６ を ５ と し 、 ７ を ６ と し 、 ８ を ７ と し 、 ９ を ８ と し 、

を ９ と す る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 記 様 式 第 一 号 ４

及 び 別 記 様 式 第 二 号 ４ の 改 正 規 定 は 、 平 成 十 九 年 十 月 一 日 か ら 施 行

す る 。

預金、貯金及び郵便貯金

預金、貯金及び郵便貯金

社債券、金銭信託

社債券、金銭信託

総額（金銭信託については、元本の総額）を

総額（金銭信託については、元本の総額）を
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務 規 則 第 百 二 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 予 定 価 格 は 、 前 項 の 規 定 に

よ り 算 出 さ れ た 標 準 年 額 と す る 。

第 十 七 条 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条 中 第 十 二 号

を 第 十 三 号 と し 、 第 十 一 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

十 二 貸 付 料 の 返 還 に 関 す る こ と 。

第 十 八 条 の 見 出 し を 「 （ 貸 付 け に 係 る 債 権 の 保 全 ） 」 に 改 め 、 同

条 第 一 項 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 普

通 財 産 の 」 を 「 公 有 財 産 の 」 に 、 「 普 通 財 産 借 受 人 （ 連 帯 保 証 人 ）

住 所 氏 名 変 更 届 書 」 を 「 公 有 財 産 借 受 人 （ 連 帯 保 証 人 ） 住 所 氏 名 変

更 届 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

４ 貸 付 け に 係 る 債 権 の 保 全 が 連 帯 保 証 人 の 保 証 で は 十 分 で な い 場

合 又 は 連 帯 保 証 人 の 保 証 が 受 け ら れ な い 場 合 は 、 公 有 財 産 の 借 受

人 に 対 し 、 貸 付 け に 係 る 債 権 の 保 全 に 十 分 な 担 保 の 提 供 を 求 め な

け れ ば な ら な い 。

第 十 九 条 の 見 出 し 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条 中

「 普 通 財 産 の 」 を 「 公 有 財 産 の 」 に 、 「 普 通 財 産 借 受 期 間 延 長 （ 更

新 ） 申 請 書 」 を 「 公 有 財 産 借 受 期 間 延 長 （ 更 新 ） 申 請 書 」 に 改 め る 。

第 二 十 条 第 一 項 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条 第 三

項 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 「 た だ し 」 の 下 に 「 、 普

通 財 産 に つ い て 」 を 加 え る 。

第 二 十 一 条 第 一 項 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め る 。

第 二 十 二 条 の 見 出 し を 「 （ 公 有 財 産 貸 付 台 帳 ） 」 に 改 め 、 同 条 中

「 普 通 財 産 貸 付 台 帳 」 を 「 公 有 財 産 貸 付 台 帳 」 に 改 め る 。

第 二 十 三 条 の 見 出 し 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め 、 同 条

中 「 普 通 財 産 の 」 を 「 公 有 財 産 の 」 に 、 「 普 通 財 産 返 還 届 」 を 「 借

受 公 有 財 産 返 還 届 」 に 改 め る 。

第 三 十 五 条 第 三 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

三 法 第 二 百 三 十 八 条 の 四 第 二 項 の 規 定 に よ る 行 政 財 産 の 貸 付 け

又 は こ れ に 対 す る 私 権 の 設 定 で 次 に 掲 げ る も の を し よ う と す る

と き 。

ア 一 件 の 面 積 が 千 平 方 メ ー ト ル を 超 え る 土 地 の 貸 付 け （ 使 用

期 間 が 一 月 以 内 の も の を 除 く 。 ） 又 は こ れ に 対 す る 私 権 の 設

定
イ 一 件 の 延 面 積 が 五 百 平 方 メ ー ト ル を 超 え る 建 物 の 貸 付 け （

使 用 期 間 が 一 月 以 内 の も の を 除 く 。 ）

別 表 部 局 の 長 の 項 第 五 号 中 「 普 通 財 産 」 を 「 公 有 財 産 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 一 号 中

「 「

を
」 」

に 改 め る 。

別 記 様 式 第 四 号 の 二 中

「 「

」 」

に 改 め る 。

別 記 様 式 第 四 号 の 三 中

「 「

」 」

に 改 め る 。

別 記 様 式 第 五 号 （ そ の 四 ） 中

「

を
を

2 公有財産管理定期報告書

茨 行政財産使用許可明細書

芋 普通財産貸付け

鰯 借受財産

2 公有財産管理定期報告書

茨 行政財産使用許可明細書

芋 行政財産貸付け

鰯 普通財産貸付け

允 借受財産

使用許可の目的使用料使用許可期間使用許可年月日
及び指令番号使用者の住所、氏名面 積

(数 量)
地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

財産の
名 称

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

貸付けの目的貸付料貸 付 期 間貸付年月日借受者の住所、氏名面 積
(数 量)

地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

財産の
名 称

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

使用許可の目的使用料借受 期 間借受年月日借受財産の所有者の
住所、氏名

面 積
(数 量)

地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

借受財産
の所在地

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

」

を

「

使用許可の目的使用料使用許可期間使用許可年月日
及び指令番号使用者の住所、氏名面 積

(数 量)
地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

財産の
名 称

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

貸付けの目的貸付料貸 付 期 間貸付年月日借受者の住所、氏名面 積
(数 量)

地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

財産の
名 称

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

貸付けの目的貸付料貸 付 期 間貸付年月日借受者の住所、氏名面 積
(数 量)

地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

財産の
名 称

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

使用許可の目的使用料借受 期 間借受年月日借受財産の所有者の
住所、氏名

面 積
(数 量)

地 目
(構 造)

種 類
(種 別)

借受財産
の所在地

円年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

年 月 日から
年 月 日まで

」

に 、
「 「

」 」

別 記 様 式 第 六 号 中 「普 通 財 産 借 受 申 請 書 」 を 「

公 有 財 産 借 受 申 請 書 」 に 、 「普通財産 」 を 「公有

財産 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 六 号 の 二 中 「 普 通 財 産 貸 付 通 知 書 」 を 「 公

有 財 産 貸 付 通 知 書 」 に 、 「普通財産を 」 を 「公有財産を 」

鰯 種類（種別）

允 面積（数量）

芋 所在地

鰯 分 類

允 種類（種別）

印 面積（数量）

芋 所在地

鰯 分 類

芋 所 在 地
芋 所 在 地

鰯 分 類

芋 ２−茨に同じ

鰯 ２−茨に同じ
芋 ２−茨に同じ を に 改 め る 。
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に 、 「普通財産貸付台帳 」 を 「公有財産貸付台帳 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 七 号 中 「普通財産借受連帯保証人変更届 」 を 「公有財

産借受連帯保証人変更届 」 に 、 「普通財産借受け 」 を 「公有財産借

受け 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 八 号 中

「普通財産
借 受 人 住所氏名変更届書 」 を 「公有財産

借 受

人 住所氏名変更届 」 に 、 「普通財産を 」 を 「公有財産を 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 九 号 中 「普通財産借受期間 （

更 新

）申請書 」 を 「公有

財産借受期間 （

更 新

）申請書 」 に 、 「普通財産借受け 」 を 「公有財

産借受け 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 十 号 （ そ の 一 ） 中 「借受普通財産の使用目的変更承認

申請書 」 を 「借受公有財産の使用目的変更承認申請書 」 に 、 「普通

財産を 」 を 「公有財産を 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 十 号 （ そ の 二 ） 中 「借受普通財産の原状変更承認申請

書 」 を 「借受公有財産の原状変更承認申請書 」 に 、 「普通財産を 」

を 「公有財産を 」 に 、 「借受普通財産 」 を 「借受公有財産 」 に 改 め

る 。
別 記 様 式 第 十 一 号 中 「普 通 財 産 貸 付 台 帳 」 を 「公

有 財 産 貸 付 台 帳 」 に 、

「

」

「

」

別 記 様 式 第 十 二 号 中 「借受普通財産返還届 」 を 「借受公有財産返

還届 」 に 、 「普通財産を 」 を 「公有財産を 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

退 職 年 金 及 び 退 職 一 時 金 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る

規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 九 月 三 十 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 六 十 八 号

退 職 年 金 及 び 退 職 一 時 金 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正

す る 規 則

退 職 年 金 及 び 退 職 一 時 金 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 二 年 宮

崎 県 規 則 第 四 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

「 第 三 章 年 金 の 支 給 期 」 を 「 第 三 章 年 金 の 支 給 」 に 改 め る 。

第 三 章 中 第 三 十 一 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

第 三 十 一 条 の 二 条 例 第 十 一 条 の 三 の 規 定 に よ る 年 金 の 支 払 金 の 金

額 の 過 誤 払 に よ る 返 還 金 に 係 る 債 権 （ 以 下 「 返 還 金 債 権 」 と い う 。

） へ の 充 当 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に 行 う こ と が で き る 。

一 退 職 年 金 、 通 算 退 職 年 金 及 び 公 務 傷 病 年 金 （ 以 下 「 退 職 年 金

等 」 と い う 。 ） を 受 け る 権 利 を 有 す る 者 の 死 亡 を 支 給 事 由 と す

る 遺 族 年 金 及 び 通 算 遺 族 年 金 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 遺 族 年 金

等 」 と い う 。 ） を 受 け る 権 利 を 有 す る 者 が 、 当 該 退 職 年 金 等 を

受 け る 権 利 を 有 す る 者 の 死 亡 に 伴 う 当 該 退 職 年 金 等 の 支 払 金 の

金 額 の 過 誤 払 に よ る 返 還 金 債 権 に 係 る 債 務 の 弁 済 を す べ き 者 で

あ る と き 。

二 遺 族 年 金 等 を 受 け る 権 利 を 有 す る 者 が 、 同 一 支 給 事 由 に 基 づ

く 他 の 遺 族 年 金 等 を 受 け る 権 利 を 有 す る 者 の 死 亡 に 伴 う 当 該 遺

族 年 金 等 の 支 払 金 の 金 額 の 過 誤 払 に よ る 返 還 金 債 権 に 係 る 債 務

の 弁 済 を す べ き 者 で あ る と き 。

附 則

連 帯 保 証連 帯 保 証 人

人

延 長

延 長

を
に 改 め る 。

こ の 規 則 は 、 平 成 十 九 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

宮 崎 県 議 会 の 議 員 の 資 産 等 の 公 開 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る

告 示 を こ こ に 公 表 す る 。

平 成 十 九 年 九 月 三 十 日

宮 崎 県 議 会 議 長 坂 口 博 美

宮 崎 県 議 会 告 示 第 九 号

宮 崎 県 議 会 の 議 員 の 資 産 等 の 公 開 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正

す る 告 示

宮 崎 県 議 会 の 議 員 の 資 産 等 の 公 開 に 関 す る 規 程 （ 平 成 七 年 宮 崎 県

議 会 告 示 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 二 項 中 「 第 二 条 第 一 項 第 六 号 」 を 「 第 二 条 第 一 項 第 五 号 」

に 、 「 証 券 取 引 所 」 を 「 金 融 商 品 取 引 所 」 に 、 「 証 券 業 協 会 」 を 「

認 可 金 融 商 品 取 引 業 協 会 」 に 改 め 、 「 限 る 。 ） 」 の 下 に 「 、 金 銭 信

託 」 を 加 え 、 同 条 第 三 項 か ら 第 六 項 ま で の 規 定 中 「 第 二 条 第 一 項 第

七 号 」 を 「 第 二 条 第 一 項 第 六 号 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 一 号 ４ 中 「 」 を 「預金及び貯

「

金 」 に 改 め 、 を 削 り 、

」

同 様 式 ５ を 削 り 、 同 様 式 ６ 中 「社債券 」 を 「 」 に 、

「総額を 」 を 「 」 に 改

め 、 同 様 式 中 ６ を ５ と し 、 ７ を ６ と し 、 ８ を ７ と し 、 ９ を ８ と し 、

を ９ と す る 。

別 記 様 式 第 二 号 ４ 中 「 」 を 「預金及び貯

「

金 」 に 改 め 、 を 削 り 、

」

同 様 式 ５ を 削 り 、 同 様 式 ６ 中 「社債券 」 を 「 」 に 、

「総額を 」 を 「 」 に 改

め 、 同 様 式 中 ６ を ５ と し 、 ７ を ６ と し 、 ８ を ７ と し 、 ９ を ８ と し 、

を ９ と す る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 公 表 の 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 記 様 式 第 一 号 ４

及 び 別 記 様 式 第 二 号 ４ の 改 正 規 定 は 、 平 成 十 九 年 十 月 一 日 か ら 施 行

す る 。

10

桓 郵便貯金

郵便貯金の総額 円

(注)通常郵便貯金を除く。

10

桓 郵便貯金

郵便貯金の総額 円

(注)通常郵便貯金を除く。

県議会告県議会告示示

索引番号

管理主管部局名名 称

分 類索引番号

管理主管部局名名 称

預金、貯金及び郵便貯金

社債券、金銭信託

総額（金銭信託については、元本の総額）を

総額（金銭信託については、元本の総額）を

預金、貯金及び郵便貯金

社債券、金銭信託
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